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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第58期中の中間純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

あります。 

２．第57期中以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 261,469 273,690 341,033 532,712 603,586 

経常利益（百万円） 3,686 3,325 3,172 8,597 5,796 

中間（当期）純利益（百万円） 1,958 1,869 1,134 4,690 3,405 

純資産額（百万円） 40,978 44,307 49,865 43,802 47,782 

総資産額（百万円） 250,954 262,408 326,934 258,217 323,120 

１株当たり純資産額（円） 867.02 960.65 1,057.83 934.34 1,025.39 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
41.43 40.35 23.76 98.86 72.75 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － 21.30 － 68.75 

自己資本比率（％） 16.33 16.88 15.25 16.96 14.79 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△700 △1,735 △3,374 1,725 7,172 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△613 △1,468 6,041 △2,763 △10,278 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△1,627 70 △1,022 △2,840 8,715 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
17,133 12,928 25,048 16,196 22,880 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

3,721 

[646] 

3,627 

[807] 

4,296 

[834] 

3,638 

[658] 

4,200 

[794] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第58期中の中間純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

あります。 

２．第57期中以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 （注） 「第１ 企業の概況」における記載金額には、いずれも消費税等は含まれておりません。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 237,899 265,798 330,228 485,465 586,340 

経常利益（百万円） 2,352 2,759 2,077 5,773 4,228 

中間（当期）純利益（百万円） 1,269 1,681 972 3,189 1,470 

資本金（百万円） 7,003 7,003 7,003 7,003 7,003 

発行済株式総数（株） 47,379,066 47,379,066 48,235,206 47,379,066 48,235,206 

純資産額（百万円） 42,723 44,955 45,953 44,645 44,585 

総資産額（百万円） 225,450 248,752 301,739 231,907 299,676 

１株当たり純資産額（円） 903.73 974.46 974.61 952.11 956.09 

１株当たり中間（当期)純利益

（円） 
26.85 36.28 20.38 66.98 31.00 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － 18.27 － 29.29 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 10 10 

自己資本比率（％） 18.95 18.07 15.23 19.25 14.88 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

2,326 

[344] 

2,247 

[380] 

2,014 

[337] 

2,253 

[347] 

2,002 

[372] 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と子会社21社及び関連会社７社により構成されております。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、当中間

連結会計期間において、医薬品事業において、次のような主要な異動がありました。 

 株式交換により株式の取得を行ったことにより木下薬品㈱は、子会社となりました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動は、次のとおりであります。 

 ただし、同社は平成17年10月１日付で合同東邦㈱（連結子会社）と合併いたしました。合同東邦㈱が存続会社とな

っております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員を含め、嘱託、臨時雇を除外しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員を含め、嘱託、臨時雇を除外しております。 

(3）労働組合の状況 

 平成17年９月30日現在、当社の組合員数は76人で、上部団体「総評全国一般大阪地方連合会」に加盟しておりま

す。なお、組合と当社の関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

 連結子会社の㈱セイナスは、セイナス労働組合（組合員数は253人）を組織し、上部団体「ＵＩゼンセン同盟」

に加盟しております。労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

 また、その他の連結子会社は、労働組合はありません。会社と従業員との関係は、良好であり、特記すべき事項

はありません。 

 新たに子会社となった会社  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

木下薬品㈱ 奈良県奈良市 15 医薬品卸売業 100.00 

当社より医薬品の

供給を受けてい

る。役員の兼任あ

り。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）［外、平均臨時雇用者数］ 

医薬品事業 4,104 [814] 

情報処理事業 58 [－] 

治験施設支援事業 77 [19] 

全社（共通） 57 [1] 

合計 4,296 [834] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人）［外、平均臨時雇用者数］ 2,014 [337] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間は、前年度に引き続き大変厳しい業界環境でした。 

 こうした環境において当社では、他卸との差別化を図った顧客支援システムが評価されたこと及び共創未来グル

－プとしての統一行動により成果をあげることができました。 

 当中間期の連結売上高は、341,033百万円、前年同期比67,343百万円、24.6％の増加でした。主な増加要因は、

当社の継続した独自の顧客支援システムによる提案型営業が評価されていること、共創未来グル－プとしての統一

行動が功を奏していること、共創未来グル－プでの共同仕入が進んでいること、新規連結会社（木下薬品㈱）が加

わったこと、前期下期から加わった連結会社が寄与していること等によります。 

 売上総利益では、23,938百万円、対売上比7.0％、前年同期比2,856百万円、13.6％の増加でした。前期に引き続

いて不採算先の見直しと強化を図り、最低利益確保のための「価格ロックシステム」の厳格な運用、共創未来グル

－プの統一した営業活動等によります。 

 販売費および一般管理費では、22,092百万円、対売上比6.5％、前年同期比3,104百万円、16.4％の増加でした。

増加要因は、前期中途からの連結会社の販管費が当期は期初から加わったことによります。 

 従って営業利益では、1,846百万円、前年同期比248百万円、11.8％の減少でした。前年度の厳しい価格が継続し

ていることによります。 

 営業外収益では、受取手数料で685百万円（前年同期比116百万円増）、受取配当金119百万円（前年同期比37百

万円増）、連結調整勘定償却額352百万円（前年同期比103百万円減少）、不動産賃貸料111百万円（前年同期比23

百万円増）、雑益で291百万円（前年同期比97百万円増）等により1,624百万円（前年同期比201百万円、14.1％

増）でした。営業外費用では、支払利息で87百万円（前年同期比２百万円増）、仮払消費税の未控除損失148百万

円（前年同期比79百万円増）、雑損失34百万円（前年同期比14百万円増）等により298百万円（前年同期比106百万

円、55.5％増）でした。 

 結果、経常利益では、3,172百万円、前年同期比153百万円、4.6％の減少でした。 

 特別利益では、固定資産売却益126百万円（前年同期比125百万円増）、退職給付引当金戻入益33百万円（前年同

期比33百万円増）等により170百万円（前年同期比169百万円増）でした。特別損失では、減損損失607百万円（前

年同期比607百万円増）、早期退職一時金179百万円（前年同期比179百万円増）役員退職慰労金18百万円（前年同

期比18百万円増）、固定資産処分損30百万円（前年同期比11百万円増）等により862百万円（前年同期比827百万円

増）でした。 

 以上により当中間純利益は、1,134百万円、前年同期比735百万円、39.3％の減少でした。この減少の主な要因

は、今期から不動産の減損処理を行ったことおよび関係会社での希望退職者による退職一時金を特別損失で処理し

たことによります。 

 事業の種類別セグメントの状況は次の通りです。 

 医薬品事業においては、売上高は340,474百万円（前年同期比24.7％増）となりました。 

 顧客支援システムによる提案型営業が評価されたこと、及び株式交換等を積極的に行ったことにより連結子会社

が加わり、売上高は２桁台の伸びを示しました。但し売上総利益率の低下等により、営業利益は2,149百万円（前

年同期比11.6％減）となりました。 

 情報処理事業においては、売上高は509百万円（前年同期比19.7％減）となりました。当中間連結会計期間にお

いて、業務の一部として東邦グループで導入する新基幹システムの開発を行っておりますが、新基幹システムの完

成が下期となり、売上も下期にまとめて計上されるため、売上高は前年同期比では減少となっております。また営

業利益についても、売上高減少と同じ理由が主となり、前年同期比37百万円減少の21百万円（前年同期比63.9％

減）となっております。 

 治験施設支援事業においては、売上高は560百万円（前年同期比8.6％減）となりました。平成16年８月に治験施

設を分離したために売上高は減少となっています。それに伴い、治験施設にかかる営業費用も減少致しました。ま

た、平成16年８月に業容拡大をめざし、最新臨床設備を備えた四谷メディカルビルに移転したため、前年同期比で

は臨床試験の受託範囲が広がり、売上総利益率の改善につながりました。その結果、営業利益は70百万円（前年同

期比120.8％増）となり、前年同期比38百万円の増加となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較して

2,167百万円増加しました。その結果、当中間連結会計期間末の資金残高は25,048百万円（前年同期比12,119百万

円増加）となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の減少は、3,374百万円（前年同期比1,638百万円減少）となりました。 

 これは主として、税金等調整前中間純利益が2,480百万円、減損損失の計上が607百万円あり、たな卸資産も

1,971百万円減少し、資金の増加となりましたが、売上債権が4,357百万円増加し、仕入債務が4,094百万円減少

し、資金の減少となったこと等によります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の増加は、6,041百万円（前年同期比7,509百万円増加）となりました。 

 これは主として、投資有価証券の取得による支出が877百万円ありましたが、定期預金の払戻し4,940百万円（定

期預金の預入れ260百万円控除後）、その他の投資等の売却による収入2,261百万円があったこと等によります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少は、1,022百万円（前年同期比1,093百万円の減少）となりました。 

 これは主として、短期借入金の900百万円増加、子会社の第三者割当増資による143百万円の増加がありました

が、長期借入金の返済829百万円、自己株式の取得による支出909百万円、配当金の支払い466百万円があったこと

等によります。 

（注）「第２ 事業の状況」における記載金額には、いずれも消費税等は含まれておりません。 

２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における「主な相手先別販売実績」については、販売実績の総

販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はありませんので記載を省略しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品事業 314,770 124.3 

情報処理事業 29 127.7 

合計 314,799 124.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品事業 340,413 124.7 

情報処理事業 59 84.3 

治験施設支援事業 560 91.4 

合計 341,033 124.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

 なお、新たに発生した対処すべき課題は、次のとおりであります。 

 現在、来秋の稼動に向けて建設に着手しております新東京物流センター（東京都品川区）においては、検査試薬の

流通拠点を併設して全国規模の営業展開をサポートするための供給体制を構築することになりました。 

 また、今後一部に拡大が予想される一般名処方や代替処方に対する地域保険薬局の品揃えを供給面からサポートす

るために全営業所にジェネリック医薬品の基準包装を常時在庫し、安定的な供給のために品揃えの強化を推進してま

いります。 

４【経営上の重要な契約等】 

鶴原吉井株式会社との株式交換契約 

 当社と鶴原吉井株式会社とは、平成13年１月に業務提携契約をして以来、主として営業の連携活動をしてまいりま

したが、平成18年４月には薬価改定を始めとする医療費抑制策が実施され、ますます厳しくなる業界環境に対処する

ためには、両社が一体となって経営にあたることが肝要との認識のもと、当社と鶴原吉井株式会社は、平成17年12月

15日に株式交換契約書を締結し、平成18年４月１日に株式交換を行うことになりました。 

（主要日程） 

① 鶴原吉井株式会社の株式交換契約書の臨時株主総会承認    平成18年１月20日（予定） 

② 当社の株式交換契約書の臨時株主総会承認          平成18年２月16日（予定） 

③ 株式交換の日                       平成18年４月１日（予定） 

 なお、株式交換契約書の概要及び鶴原吉井株式会社の主な事業内容、規模については「第５ 経理の状況 １．中

間連結財務諸表等（重要な後発事象）」参照。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった本間東邦㈱の上越営業所移転のための建物は、

平成17年９月に完了し、新たに当社グループの主要な設備となりました。当該設備の状況は、以下のとおりでありま

す。 

 （注） 「第３ 設備の状況」における記載金額には、いずれも消費税等は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
（人） 

［外、平均
臨時雇用者
数］ 

建物及び構
築物 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積千㎡）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本間東邦㈱ 

上越営業所 

（新潟県上越

市） 

医薬品事業 
移転のための建

物 
97 

82 

(2) 
－ 179 

10 

[3] 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

提出会社 

新東京物流セ

ンター 

東京都品川区 医薬品事業 

物流センター

の移転による

賃借建物の内

装設備 

348 － 自己資金 平成17年12月 平成18年10月 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行

使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 平成16年９月16日取締役会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成17年11月28日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が4,922,000株、資本金及び

資本準備金がそれぞれ3,396百万円増加しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 192,000,000 

計 192,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 48,235,206 53,157,206 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 48,235,206 53,157,206 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 10,000 同左 

新株予約権の数（個） 10,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,509,641 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,815 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年10月18日 

至 平成21年９月18日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1,815 

資本組入額      908 
同左 

新株予約権の行使の条件 
一部行使はできないものとす

る。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし。 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 48,235,206 － 7,003 － 13,526 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託の所有株式は、退職給付信託の信

託財産であり、その議決権行使の指図権は株式会社みずほ銀行が留保しております。 

２．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーから平成17年２月15日付で提出された大量保

有報告書により、平成17年１月31日現在で2,835千株を保有している旨の報告を受けた後、変更報告書の提

出の報告は受けておりません。当社としては当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

P.O.Box 351 Boston, Massachusetts  

02101, U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

2,898 6.01 

田辺製薬株式会社 大阪府大阪市中央区道修町３－２－10 2,377 4.93 

東邦薬品従業員持株会 東京都世田谷区代沢５－２－１ 1,528 3.17 

杉本 敏夫 広島県広島市佐伯区美の里１－８－15 1,432 2.97 

杉本 秀子 広島県広島市佐伯区美の里１－11－48－３ 1,399 2.90 

三共株式会社 東京都中央区日本橋本町３－５－１ 1,355 2.81 

アステラス製薬株式会社 東京都中央区日本橋本町２－３－11 1,234 2.56 

塩野義製薬株式会社 大阪府大阪市中央区道修町３－１－８ 1,190 2.47 

松谷 眞 東京都調布市緑ケ丘１－11－76 1,127 2.34 

みずほ信託退職給付信託みず

ほ銀行口再信託受託者資産管

理サービス信託 

東京都中央区晴海１－８－12 

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

1,126 2.33 

計 － 15,670 32.49 

大量保有者 キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー 

住所 333 South Hope Street,Los Angeles, CA 90071,U.S.A. 

保有株式等の数 株式 2,835,000株 

株式等保有割合 5.88％ 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権の数100個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,123,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,038,400 470,384 － 

単元未満株式 普通株式   72,906 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 48,235,206 － － 

総株主の議決権 － 470,384 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

当社 
東京都世田谷区代沢

５-２-１ 
1,083,900 － 1,083,900 2.25 

酒井薬品㈱ 
東京都三鷹市野崎１-

11-22 
33,000 － 33,000 0.07 

㈱アルフ 
東京都渋谷区神宮前

１-２-４ 
7,000 － 7,000 0.01 

計 － 1,123,900 － 1,123,900 2.33 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 1,260 1,215 1,190 1,215 1,236 1,337 

最低（円） 1,030 1,020 1,045 1,110 1,130 1,182 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

(2）役職の異動 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 
プランニングユニット・ア

シスタントオフィサー 
舩橋兵衛 平成17年11月11日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役   常務取締役   佐藤 茂 平成17年７月１日

専務取締役 営業担当 専務取締役   本間利夫 平成17年７月１日

常務取締役 病院担当本部長 常務取締役 病院担当本部長 

共創未来病院担当

深澤征男 平成17年７月１日

常務取締役 アライアンス担当 常務取締役 共創未来アライア

ンス担当 

片岡 滋 平成17年７月１日

常務取締役 管理ユニット部長 

仕入業務部部長 

常務取締役 管理ユニット部長

共創未来仕入担当

仕入業務部部長 

鹿野直道 平成17年７月１日

取締役 システム・ストラ

テジーユニット部

長 

取締役 システム・ストラ

テジーユニット部

長 

システム企画室室

長 

森久保光男 平成17年７月１日

取締役 プランニングユニ

ット・チーフプラ

ンニングオフィサ

ー 

取締役 プランニングユニ

ット・チーフプラ

ンニングオフィサ

ー 

共創未来企画担当

加藤勝哉 平成17年７月１日

取締役 経営企画室長 取締役 マーケティングユ

ニット・アシスタ

ントオフィサー 

松谷竹生 平成17年７月１日

取締役 管理ユニット副部

長 

取締役   小川健吾 平成17年７月１日

取締役 プランニングユニ

ット・アシスタン

トオフィサー 

取締役   舩橋兵衛 平成17年８月１日

取締役 システム・ストラ

テジーユニット副

部長 

取締役   木下尊雄 平成17年10月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位

で記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しており

ます。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示

しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 （注２）   15,199 26,487   26,951 

２．受取手形及び
売掛金 

    145,878 181,962   175,310 

３．有価証券     495 495   2,495 

４．たな卸資産     34,438 38,472   39,966 

５．繰延税金資産     1,414 1,041   1,132 

６．仕入割戻未収
入金 

    9,196 11,149   10,821 

７．その他     4,558 5,872   8,316 

貸倒引当金     △403 △397   △310 

流動資産合計     210,779 80.3 265,084 81.1   264,685 81.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 （注１）         

(1）建物及び構
築物 

（注２） 12,201   13,268 13,203   

(2）土地 （注２） 20,617   23,096 23,303   

(3）その他   1,116 33,935 1,232 37,597 1,259 37,767 

２．無形固定資産     1,534 2,901   2,464 

３．投資その他の
資産 

          

(1）投資有価証
券 

（注２） 11,883   16,664 13,792   

(2）繰延税金資
産 

  141   171 125   

(3）再評価に係
る繰延税金
資産 

  1,613   1,406 1,547   

(4）その他   3,708   3,879 3,642   

貸倒引当金   △1,187 16,159 △771 21,350 △904 18,203 

固定資産合計     51,629 19.7 61,849 18.9   58,435 18.1

資産合計     262,408 100.0 326,934 100.0   323,120 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び
買掛金 

（注２）   187,701 229,476   230,853 

２．短期借入金 （注２）   8,056 11,501   10,629 

３．未払法人税等     1,326 1,252   442 

４．未払費用     1,091 1,315   1,419 

５．賞与引当金     1,832 1,874   1,972 

６．返品調整引当
金 

    317 290   324 

７．その他     3,082 3,391   3,348 

流動負債合計     203,409 77.5 249,101 76.2   248,992 77.1

Ⅱ 固定負債           

１．社債     － 10,000   10,000 

２．長期借入金 （注２）   2,135 1,405   2,056 

３．繰延税金負債     2,148 3,945   3,281 

４．退職給付引当
金 

    2,412 3,752   3,817 

５．役員退職慰労
引当金 

    455 680   700 

６．持分法適用に
伴う負債 

    33 20   24 

７．連結調整勘定     5,034 3,270   3,666 

８．再評価に係る
繰延税金負債 

    110 105   110 

９．その他     0 1,811   0 

固定負債合計     12,330 4.7 24,992 7.6   23,658 7.3

負債合計     215,739 82.2 274,094 83.8   272,650 84.4

（少数株主持分）           

少数株主持分     2,361 0.9 2,973 0.9   2,687 0.8

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     7,003 2.7 7,003 2.2   7,003 2.2

Ⅱ 資本剰余金     8,957 3.4 10,886 3.3   10,862 3.3

Ⅲ 利益剰余金     30,771 11.7 32,648 10.0   32,220 10.0

Ⅳ 土地再評価差額
金 

    △2,374 △0.9 △2,077 △0.6   △2,277 △0.7

Ⅴ その他有価証券
評価差額金 

    1,233 0.5 2,670 0.8   1,661 0.5

Ⅵ 自己株式     △1,284 △0.5 △1,266 △0.4   △1,687 △0.5

資本合計     44,307 16.9 49,865 15.3   47,782 14.8

負債、少数株主
持分及び資本合
計 

    262,408 100.0 326,934 100.0   323,120 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     273,690 100.0 341,033 100.0   603,586 100.0 

Ⅱ 売上原価     252,620 92.3 317,133 93.0   559,600 92.7

売上総利益     21,070 7.7 23,900 7.0   43,985 7.3

返品調整引当
金戻入額 

    11 0.0 38 0.0   22 0.0

調整後売上総
利益 

    21,082 7.7 23,938 7.0   44,007 7.3

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

          

１．役員給料・従
業員給料手当 

  8,907   10,684 20,791   

２．賞与引当金繰
入額 

  1,832   1,874 1,940   

３．退職給付引当
金繰入額 

  520   228 1,187   

４．役員退職慰労
引当金繰入額 

  24   30 54   

５．福利厚生費   1,545   1,779 3,380   

６．車両経費   422   523 861   

７．貸倒引当金繰
入額 

  54   94 －   

８．減価償却費   734   894 1,767   

９．賃借料   1,421   1,751 3,069   

10．租税公課   375   370 708   

11．雑費   3,148 18,987 6.9 3,860 22,092 6.5 6,830 40,592 6.7

営業利益     2,094 0.8 1,846 0.5   3,415 0.6

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   22   29 56   

２．受取配当金   82   119 140   

３．受取手数料   568   685 1,209   

４．不動産賃貸料   87   111 185   

５．連結調整勘定
償却額 

  455   352 836   

６．持分法による
投資利益 

  11   34 42   

７．雑益   194 1,422 0.5 291 1,624 0.5 460 2,930 0.5

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   85   87 183   

２．社債発行費   －   － 37   

３．特定融資枠契
約手数料 

  18   28 43   

４．仮払消費税の
未控除損失 

  68   148 244   

５．雑損失   19 191 0.1 34 298 0.1 40 548 0.1

経常利益     3,325 1.2 3,172 0.9   5,796 1.0

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却
益 

（注１） 0   126 138   

２．投資有価証券
売却益 

  0   0 20   

３．退職給付引当
金戻入益 

  －   33 －   

４．貸倒引当金戻
入益 

  －   － 83   

５．その他   － 0 0.0 9 170 0.1 15 258 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分
損 

（注２） 18   30 125   

２．投資有価証券
売却損 

  －   0 －   

３．投資有価証券
評価損 

  0   0 0   

４．ゴルフ会員権
売却損 

  －   2 －   

５．ゴルフ会員権
評価損 

  2   1 5   

６．役員退職慰労
金 

  －   18 －   

７．早期退職一時
金 

  －   179 －   

８．中途解約損   8   3 8   

９．持分変動損   －   11 －   

10．薬業基金解散
に伴う損失 

  －   － 128   

11．減損損失 （注３） －   607 －   

12．その他   4 35 0.0 6 862 0.3 17 286 0.0

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

    3,291 1.2 2,480 0.7   5,768 1.0

法人税、住民
税及び事業税 

  1,351   1,194 1,851   

法人税等調整
額 

  △16 1,335 0.5 6 1,200 0.4 285 2,137 0.4

少数株主利益     86 0.0 145 0.0   225 0.0

中間（当期）
純利益 

    1,869 0.7 1,134 0.3   3,405 0.6

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     8,957 10,862   8,957

Ⅱ 資本剰余金増加高       

株式交換による増加
高 

  － － 1,145 

自己株式処分差益   － － 24 24 759 1,904

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    8,957 10,886   10,862

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     29,355 32,220   29,355

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間（当期）純利益   1,869 1,134 3,405 

連結子会社除外に伴
う増加高 

  54 － 54 

株式交換による増加
高 

  － － 9 

土地再評価差額金取
崩額 

  － 1,923 7 1,141 － 3,468

Ⅲ 利益剰余金減少高       

配当金   468 465 468 

役員賞与   39 38 39 

株式交換による減少
高 

  － 0 － 

土地再評価差額金取
崩額 

  － 507 207 712 96 604

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    30,771 32,648   32,220

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  3,291 2,480 5,768

減価償却費   734 894 1,767

減損損失   － 607 －

連結調整勘定償却額   △455 △352 △836

持分法による投資利
益 

  △11 △34 △42

退職給付引当金減少
額 

  △160 △262 △210

役員退職慰労引当金
増加額（△減少額） 

  △29 △325 0

返品調整引当金減少
額 

  △11 △38 △22

賞与引当金減少額   △77 △127 △121

貸倒引当金減少額   △17 △103 △491

受取利息及び配当金   △105 △149 △196

受取手数料   △568 △685 △1,209

不動産賃貸料   △87 △111 △185

雑益   △194 △291 △460

支払利息   85 87 183

社債発行費   － － 37

特定融資枠契約手数
料 

  18 28 43

仮払消費税の未控除
損失 

  68 148 244

雑損失   19 34 40

有形固定資産売却益   △0 △126 △138

有形固定資産処分損   17 30 124

長期前払費用処分損   1 － 1

投資有価証券売却益   △0 △0 △20

投資有価証券売却損   － 0 －

投資有価証券評価損   0 0 0

その他の特別利益   － △9 △15

ゴルフ会員権売却損   － 2 －

ゴルフ会員権評価損   2 1 5

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

中途解約損   8 3 8

役員退職慰労金   － 18 －

早期退職一時金   － 179 －

持分変動損   － 11 －

その他の特別損失   4 6 17

その他の非資金損益
項目 

  2 25 41

売上債権の増加額   △4,966 △4,357 △28,229

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  △1,244 1,971 △4,319

仕入割戻未収入金の
減少額（△増加額） 

  250 △75 △121

その他の資産の減少
額（△増加額） 

  △288 29 △940

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  3,058 △4,094 37,859

その他の負債の増加
額 

  358 189 1,035

未払消費税等増加額
（△減少額） 

  △58 204 △331

役員賞与の支払額   △47 △45 △47

小計   △403 △4,235 9,239

利息及び配当金の受
取額 

  102 132 157

受取手数料収入   537 651 1,205

不動産賃貸料収入   87 111 183

雑収入   203 354 440

その他の特別収入   － － 15

利息の支払額   △86 △87 △188

社債発行費の支払額   － － △37

特定融資枠契約手数
料の支払額 

  △12 △18 △55

雑支出   △19 △8 △31

中途解約損による支
出 

  △8 － △8

役員退職慰労金の支
払額 

  － △18 －

その他の特別支出   － － △10

法人税等の支払額   △2,136 △255 △3,738

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,735 △3,374 7,172

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △158 △260 △4,860

定期預金の払戻によ
る収入 

  241 5,200 1,443

有形固定資産の取得
による支出 

  △661 △492 △2,564

有形固定資産の売却
による収入 

  174 886 575

営業権の取得による
支出 

  △150 △10 △1,027

ソフトウェアの取得
による支出 

  △33 △70 △256

その他の無形固定資
産の取得による支出 

  △0 － △0

その他の無形固定資
産の売却による収入 

  － 0 －

長期前払費用の取得
による支出 

  △43 △12 △55

長期前払費用の売却
による収入 

  － 4 －

投資有価証券の取得
による支出 

  △511 △877 △1,036

投資有価証券の売却
による収入 

  122 5 169

子会社株式の取得に
よる支出 

  △283 △22 △647

子会社清算による残
余財産の分配収入 

  － － 44

関連会社株式の取得
による支出 

  △30 － △30

その他の投資等の取
得による支出 

  － △427 △2,464

その他の投資等の売
却による収入 

  － 2,261 416

貸付けによる支出   △303 △185 △333

貸付金の回収による
収入 

  168 40 347

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,468 6,041 △10,278

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増加
額 

  2,076 900 4,523

長期借入れによる収
入 

  － 150 400

長期借入金の返済に
よる支出 

  △645 △829 △3,358

社債の発行による収
入 

  － － 10,000

少数株主からの払込
みによる収入 

  － 143 －

自己株式の取得によ
る支出 

  △889 △909 △2,369

配当金の支払額   △458 △466 △465

少数株主への配当金
の支払額 

  △13 △11 △13

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  70 △1,022 8,715

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △3,133 1,645 5,609

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  16,196 22,880 16,196

Ⅵ 合併による現金及び現
金同等物の増加額 

  － － 223

Ⅶ 株式交換による現金及
び現金同等物の増加額 

  － 522 985

Ⅷ 連結除外による現金及
び現金同等物の減少額 

  △134 － △134

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

(注) 12,928 25,048 22,880

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ９社 

主要な連結子会社の名称 

㈱セイナス 

本間東邦㈱ 

東海東邦㈱ 

山口東邦㈱ 

小川東邦㈱ 

㈱エトス 

㈱東邦システムサービス 

㈱東京臨床薬理研究所 

㈱東京臨床ＣＲＯ 

 前連結会計年度までは全ての

子会社を連結の範囲に含めてお

りましたが、当中間連結会計期

間より重要性の判定を行ってお

ります。 

 ㈱メディカルトラスト他３社

は重要性がないため、当中間連

結会計期間において連結の範囲

から除いております。 

(1）連結子会社の数   12社 

主要な連結子会社の名称 

㈱セイナス 

本間東邦㈱ 

東海東邦㈱ 

山口東邦㈱ 

小川東邦㈱ 

㈱ヤクシン 

合同東邦㈱ 

木下薬品㈱ 

㈱エトス 

㈱東邦システムサービス 

㈱東京臨床薬理研究所 

㈱東京臨床ＣＲＯ 

 木下薬品㈱は、当中間連結会

計期間に株式交換による株式の

取得を行ったことにより、連結

子会社となりました。 

(1）連結子会社の数   11社 

主要な連結子会社の名称 

㈱セイナス 

本間東邦㈱ 

東海東邦㈱ 

山口東邦㈱ 

小川東邦㈱ 

㈱ヤクシン 

合同東邦㈱ 

㈱エトス 

㈱東邦システムサービス 

㈱東京臨床薬理研究所 

㈱東京臨床ＣＲＯ 

 ㈱ヤクシン（前連結会計年度

においては、持分法を適用しな

い関連会社）は、当連結会計年

度に株式交換による株式の追加

取得を行ったことにより、連結

子会社となりました。 

 合同東邦㈱は、当連結会計年

度に株式交換による株式の取得

を行ったことにより、連結子会

社となりました。 

 前連結会計年度までは全ての

子会社を連結の範囲に含めてお

りましたが、当連結会計年度よ

り重要性の判定を行っておりま

す。 

 ㈱メディカルトラスト他７社

は重要性がないため、当連結会

計年度において連結の範囲から

除いております。 

 また、㈱東邦オートサービス

は、当連結会計年度に清算した

ため、連結の範囲から除いてお

ります。 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

㈱メディカルトラスト 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、連結中間純利益及び利益

剰余金等に重要な影響を与え

ず、かつ全体としても重要性が

ないため、連結の範囲から除外

しております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

㈱メディカルトラスト 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

㈱メディカルトラスト 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、連結当期純利益及び利益

剰余金等に重要な影響を与え

ず、かつ全体としても重要性が

ないため、連結の範囲から除外

しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

２社 

主要な会社名 

酒井薬品㈱ 

㈱フィッシャー・サイエ

ンティフィック・ジャパ

ン 

(1）持分法適用の関連会社数 

２社 

主要な会社名 

酒井薬品㈱ 

㈱フィッシャー・サイエ

ンティフィック・ジャパ

ン 

(1）持分法適用の関連会社数 

２社 

主要な会社名 

酒井薬品㈱ 

㈱フィッシャー・サイエ

ンティフィック・ジャパ

ン 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）持分法を適用しない非連結子

会社 

主要な会社名 

㈱メディカルトラスト 

持分法を適用しない関連会社 

主要な会社名 

トライアドジャパン㈱ 

 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社については、

それぞれ連結中間純利益及び利

益剰余金等に重要な影響を与え

ず、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除

外しております。 

 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、その会社の

中間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社 

主要な会社名 

㈱メディカルトラスト 

持分法を適用しない関連会社 

主要な会社名 

トライアドジャパン㈱ 

同左 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社 

主要な会社名 

㈱メディカルトラスト 

持分法を適用しない関連会社 

主要な会社名 

トライアドジャパン㈱ 

 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社については、

それぞれ連結当期純利益及び利

益剰余金等に重要な影響を与え

ず、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除

外しております。 

 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

は、その会社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間期末日と中間

連結決算日は、一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は、一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

───── 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用

しております。 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定しており

ます。） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社５社（㈱セイナ

ス、本間東邦㈱、東海東邦

㈱、山口東邦㈱、小川東邦

㈱）は移動平均法による原価

法 

その他の連結子会社は最終仕

入原価法による原価法 

② たな卸資産 

中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社８社（㈱セイナ

ス、本間東邦㈱、東海東邦

㈱、山口東邦㈱、小川東邦

㈱、㈱ヤクシン、合同東邦

㈱、木下薬品㈱）は移動平均

法による原価法 

その他の連結子会社は最終仕

入原価法による原価法 

② たな卸資産 

連結財務諸表提出会社及び連

結子会社７社（㈱セイナス、

本間東邦㈱、東海東邦㈱、山

口東邦㈱、小川東邦㈱、㈱ヤ

クシン、合同東邦㈱）は移動

平均法による原価法 

その他の連結子会社は最終仕

入原価法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物及び構築物 10～50年 

車両及び運搬具 ５～６年 

器具及び備品  ５～15年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、営業権は５年均等償

却、自社利用のソフトウェア

は、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 使用人及び使用人としての職

務を有する役員に対して支給す

る賞与に充てるため、支給見積

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 返品調整引当金 

 返品による損失に備えるた

め、将来の返品に伴う損失見込

額を計上しております。 

③ 返品調整引当金 

同左 

③ 返品調整引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年、10年）による

定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

④ 退職給付引当金 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社１社（㈱東邦シス

テムサービス）は、確定拠出年

金制度に全面的移行（追加情報

参照）に伴い、平成17年３月末

日在籍従業員のうち、定年の退

職者に対しては、過去勤務部分

の一部を退職時に退職一時金と

して支払う経過措置を設けまし

た。それにより、平成17年９月

末現在の退職給付債務を従業員

の退職給付に備えるために計上

しております。数理計算上の差

異は、僅少のため発生年度に費

用処理することとしておりま

す。 

 また、その他の連結子会社

は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年、10年）による

定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 連結子会社１社（㈱ヤクシ

ン）において当連結会計年度に

発生した過去勤務債務について

は、全額費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年、10年）による

定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （追加情報） 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社１社（㈱東邦シス

テムサービス）は、確定拠出年

金法の施行に伴い、平成17年４

月に適格退職年金制度の全てを

確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う影響は軽微であ

ります。 

 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社１社（㈱セイナ

ス）は、役員の退職に対して支

給する慰労金に充てるため、内

規に定める中間連結会計期間末

現在の支給基準額を計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社３社（㈱セイナ

ス、㈱ヤクシン、合同東邦㈱）

は、役員の退職に対して支給す

る慰労金に充てるため、内規に

定める中間連結会計期間末現在

の支給基準額を計上しておりま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 連結財務諸表提出会社及び連

結子会社３社（㈱セイナス、㈱

ヤクシン、合同東邦㈱）は、役

員の退職に対して支給する慰労

金に充てるため、内規に定める

期末現在の支給基準額を計上し

ております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

① 連結調整勘定の償却に関する

事項 

 連結調整勘定の償却について

は、５年間または10年間の均等

償却を行っております。 

① 連結調整勘定の償却に関する

事項 

同左 

① 連結調整勘定の償却に関する

事項 

同左 

  ② 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しています。 

② 消費税等の会計処理方法 

同左 

② 消費税等の会計処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は603百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税の外形標準課税の導

入） 

 当中間連結会計期間から法人事業

税に外形標準課税が導入されたこと

に伴い、法人事業税の付加価値割及

び資本割に係る金額63百万円を販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

────── （法人事業税の外形標準課税の導

入） 

 当連結会計年度から法人事業税に

外形標準課税が導入されたことに伴

い、法人事業税の付加価値割及び資

本割に係る金額125百万円を販売費及

び一般管理費に計上しております。 

────── ────── （確定拠出年金制度への移行） 

 平成17年４月１日より、連結財務

諸表提出会社及び連結子会社１社

（㈱東邦システムサービス）の適格

退職年金制度の全てを確定拠出年金

制度へ移行しております。翌連結会

計年度に与える本移行に伴う影響額

は軽微であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

（注１）有形固定資産の減価償却累計額 

14,122百万円 

（注１）有形固定資産の減価償却累計額 

17,496百万円 

（注１）有形固定資産の減価償却累計額 

16,789百万円 

（注２）担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（注２）担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（注２）担保に供している資産は次のとおり

であります。 

担保に供している資産 
（百万円） 

担保権によって担保されて
いる債務（百万円） 

定期預
金 376 

支払手形・
買掛金 16,834 

建物 2,420 

土地 6,279 

投資有
価証券 997 

建物 796 短期借入金
及び長期借
入金(一年
以内返済予
定を含む) 

2,615 
土地 1,799 

投資有
価証券 109 

計 12,779 計 19,449 

担保に供している資産 
（百万円） 

担保権によって担保されて
いる債務（百万円） 

定期預
金 476

支払手形・
買掛金 20,533

建物 2,524

土地 5,661

投資有
価証券 1,267

建物 1,104 短期借入金
及び長期借
入金(一年
以内返済予
定を含む) 

4,054
土地 2,175

投資有
価証券 56

計 13,266 計 24,587

担保に供している資産 
（百万円） 

担保権によって担保されて
いる債務（百万円） 

定期預
金 416 

支払手形・
買掛金 18,222

建物 2,498 

土地 5,833 

投資有
価証券 887 

建物 1,134 短期借入金
及び長期借
入金(一年
以内返済予
定を含む) 

4,524
土地 2,175 

投資有
価証券 39 

計 12,986 計 22,746

（注３）保証債務 

① 銀行保証債務 

（注３）保証債務 

① 銀行保証債務 

（注３）保証債務 

① 銀行保証債務 

㈱わかば 532百万円

㈱アルフ 504百万円

トライアドジャパン

㈱ 
451百万円

㈱フィッシャー・サ

イエンティフィッ

ク・ジャパン 

147百万円

㈱健翔 107百万円

関東医療サービス㈱ 104百万円

医療法人光友会 50百万円

計 1,898百万円

㈱アルフ 641百万円

㈱わかば 453百万円

トライアドジャパン

㈱ 
267百万円

㈱フィッシャー・サ

イエンティフィッ

ク・ジャパン 

161百万円

関東医療サービス㈱

他２件 
138百万円

計 1,661百万円

㈱わかば 503百万円

㈱アルフ 498百万円

トライアドジャパン

㈱ 
446百万円

㈱フィッシャー・サ

イエンティフィッ

ク・ジャパン 

156百万円

関東医療サービス㈱ 95百万円

㈱健翔 50百万円

医療法人光友会 47百万円

計 1,797百万円

② 買掛債務の保証債務 ② 買掛債務の保証債務 ② 買掛債務の保証債務 

㈱健翔 528百万円 ㈱健翔 573百万円 ㈱健翔 482百万円

③ リース契約の保証債務 ③ リース契約の保証債務 ③ リース契約の保証債務 

㈱健翔 23百万円 ㈱健翔 11百万円 ㈱健翔 17百万円

（注４）当社は取引銀行10行と運転資金の効

率的な調達を行うための貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

（注４）当社は取引銀行11行と運転資金の効

率的な調達を行うための貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

（注４）当社は取引銀行11行と運転資金の効

率的な調達を行うための貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

貸出コミットメント 8,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 8,000百万円

貸出コミットメント 12,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 12,000百万円

貸出コミットメント 12,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 12,000百万円



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（注１）固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

（注１）固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

（注１）固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

車両及び運搬具売却益 0百万円 土地売却益 126百万円 車両及び運搬具等売却益 1百万円

土地売却益 136百万円

計 138百万円

（注２）固定資産処分損の内訳は次のとおり

であります。 

（注２）固定資産処分損の内訳は次のとおり

であります。 

（注２）固定資産処分損の内訳は次のとおり

であります。 

車両及び運搬具売却損 1百万円

建物等除却損 8百万円

車両及び運搬具等除却損 8百万円

計 18百万円

建物売却損 0百万円

車両及び運搬具等売却損 4百万円

土地売却損 3百万円

建物等除却損 15百万円

車両及び運搬具等除却損 5百万円

計 30百万円

建物売却損 20百万円

車両及び運搬具売却損 3百万円

土地売却損 11百万円

建物等除却損 76百万円

車両及び運搬具等除却損 13百万円

計 125百万円

（注３）    ───── （注３）減損損失 （注３）    ───── 
  当中間連結会計期間において当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

 

 場所 用途 種類 

市岡営業所 
他９箇所 

事業用不動
産  

土地及び
建物 

旧盛岡営業所 
他28箇所 

遊休不動産 

 

  当社グループは、事業用不動産について

は各営業所を、遊休不動産については各物

件を資産グループとしております。 

 事業用不動産については、継続的な損失

の発生により減損損失138百万円を認識しま

した。その内訳は、土地82百万円、建物56

百万円であります。回収可能価額は正味売

却価額により測定しておりますが、重要性

が乏しいため、固定資産税評価額を基準に

して評価しております。 

 事業の用に供していない遊休不動産につ

いては、継続的な地価の下落により減損損

失468百万円を認識しました。その内訳は、

土地398百万円、建物69百万円であります。

回収可能価額は正味売却価額により測定し

ております。不動産鑑定士による査定額を

基準にして評価しておりますが、重要性の

乏しい物件については固定資産税評価額を

基準にして評価しております。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（注） 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在）

（注） 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

（注） 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

  百万円

現金及び預金勘定 15,199

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△2,766

取得日から３か月以内

に償還期限の到来する

短期投資（有価証券） 

495

現金及び現金同等物 12,928

  百万円

現金及び預金勘定 26,487

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△1,935

取得日から３か月以内

に償還期限の到来する

短期投資（有価証券）

495

現金及び現金同等物 25,048

  百万円

現金及び預金勘定 26,951

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△6,566

取得日から３か月以内

に償還期限の到来する

短期投資（有価証券） 

2,495

現金及び現金同等物 22,880



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

車両及
び運搬
具 

16 8 8 

器具及
び備品 

5,506 2,663 2,842 

無形固
定資産 
(ソフトウ
ェア) 

5 3 2 

合計 5,527 2,675 2,852 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

車両及
び運搬
具 

18 10 7

器具及
び備品 

4,601 2,248 2,352

無形固
定資産 
(ソフトウ
ェア) 

9 6 3

合計 4,629 2,265 2,363

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両及
び運搬
具 

21 10 11

器具及
び備品 

5,437 2,869 2,568

無形固
定資産 
(ソフトウ
ェア) 

5 3 1

合計 5,464 2,883 2,581

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 992百万円

１年超 1,900百万円

合計 2,893百万円

１年内 883百万円

１年超 1,516百万円

合計 2,400百万円

１年内 926百万円

１年超 1,692百万円

合計 2,619百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 558百万円

減価償却費相当額 531百万円

支払利息相当額 27百万円

支払リース料 539百万円

減価償却費相当額 516百万円

支払利息相当額 21百万円

支払リース料 1,155百万円

減価償却費相当額 1,100百万円

支払利息相当額 52百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額として、各期へ

の配分方法については、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理額0百万円を控除後の金額であります。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末の時価が取得原価に比べ50％程度以上下落した場合に減損

処理を行っております。また、30～50％程度下落した場合は、過去一年間の月末の平均時価を算出し、取得原

価に比べて30％以上の下落であった時に減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,062 5,965 2,902 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 12 11 △0 

合計 3,075 5,977 2,902 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,473 

マネー・マネージメント・ファンド 495 

 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 300 273 △26 

(3）その他 － － － 

合計 300 273 △26 



２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末の時価が取得原価に比べ50％程度以上下落した場合に減損処理を

行っております。また、30～50％程度下落した場合は、過去一年間の月末の平均時価を算出し、取得原価に比

べて30％以上の下落であった時に減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 時価のない株式について0百万円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、実質価額が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、株式

の発行会社の直近の事業年度末における１株当たりの純資産額が１株当たりの取得原価に比べて50％以上下落

した場合、減損処理を行っております。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 4,686 10,513 5,826 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 12 14 1 

合計 4,699 10,527 5,828 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,706 

マネー・マネージメント・ファンド 495 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 300 278 △21 

(3）その他 － － － 

合計 300 278 △21 



２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理額0百万円を控除後の金額であります。 

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末の時価が取得原価に比べ50％程度以上下落した場合に減損処理

を行っております。また、30～50％程度下落した場合は、過去一年間の月末の平均時価を算出し、取得原価に

比べて30％以上の下落であった時に減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 時価のない株式について０百万円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、実質価額が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、株式

の発行会社の直近の連結会計年度末における１株当たりの純資産額が１株当たりの取得原価に比べて50％以上

下落した場合、減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 当社グループはデリバティブ取引（スワップ取引）を行っておりますが、全てヘッジ会計（特例処理）を適用し

ているため、記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 当社グループはデリバティブ取引（スワップ取引）を行っておりますが、全てヘッジ会計（特例処理）を適用し

ているため、記載を省略しております。 

 前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

 当社グループはデリバティブ取引（スワップ取引）を行っておりますが、全てヘッジ会計（特例処理）を適用し

ているため、記載を省略しております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 3,695 7,677 3,982 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 12 12 0 

合計 3,707 7,690 3,982 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,718 

コマーシャルペーパー 2,000 

マネー・マネージメント・ファンド 495 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は商品等の販売及び役務提供の種類別に区分しています。 

２．各事業の主な内容 

(1）医薬品事業……医薬品、検査薬、麻薬等の販売・医療用器具、医療用機器の販売 

(2）情報処理事業……情報処理業務・電子計算機の利用技術の開発及び販売 

(3）治験施設支援事業……治験施設の支援並びに医薬品開発業務の受託 

（事業区分の名称の変更） 

 前連結会計年度に、「臨床試験受託・支援事業」の事業内容でありました㈱東京臨床薬理研究所は、事

業の一部であった治験施設を社外に分離いたしました。これに伴い、当中間連結会計期間から「治験施設

支援事業」に事業区分の名称を変更いたしました。 

  
医薬品事業 
（百万円） 

情報処理事業 
（百万円） 

臨床試験受
託・支援事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
273,006 71 612 273,690 － 273,690 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
64 564 － 628 (628) － 

計 273,070 635 612 274,318 (628) 273,690 

営業費用 270,639 575 580 271,796 (200) 271,595 

営業利益 2,430 59 32 2,522 (427) 2,094 

  
医薬品事業 
（百万円） 

情報処理事業 
（百万円） 

治験施設支援
事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
340,413 59 560 341,033 － 341,033 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
60 449 － 510 (510) － 

計 340,474 509 560 341,544 (510) 341,033 

営業費用 338,324 488 489 339,302 (115) 339,187 

営業利益 2,149 21 70 2,241 (395) 1,846 

  
医薬品事業 
（百万円） 

情報処理事業 
（百万円） 

臨床試験受
託・支援事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
602,032 127 1,426 603,586 － 603,586 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
118 1,070 － 1,188 (1,188) － 

計 602,150 1,197 1,426 604,774 (1,188) 603,586 

営業費用 598,113 1,132 1,151 600,396 (226) 600,170 

営業利益 4,037 65 274 4,377 (962) 3,415 



３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当グループの連結子会社は、全て本国に所在しておりますので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当グループの連結子会社は、全て本国に所在しておりますので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当グループの連結子会社は、全て本国に所在しておりますので、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

  
前中間連結
会計期間 
（百万円） 

当中間連結
会計期間 
（百万円） 

前連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
448 411 906 

連結財務諸表提出会社の総

務・経理部門等の管理部門に

係る費用であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 960円65銭

１株当たり中間純利益 40円35銭

１株当たり純資産額 1,057円83銭

１株当たり中間純利益 23円76銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
21円30銭

１株当たり純資産額 1,025円39銭

１株当たり当期純利益 72円75銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
68円75銭

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 1,869 1,134 3,405 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 33 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (33) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

1,869 1,134 3,372 

期中平均株式数（千株） 46,331 47,738 46,349 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益 

      

中間（当期）純利益調整額 
（百万円） 

－ － － 

普通株式増加数（千株） － 5,509 2,701 

（うち転換社債型新株予約権付社
債） 

(－) (5,509) (2,701) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

Ⅰ．当社は、取締役会決議に基づい

て、スイス連邦を中心とする海外

市場（ただし、米国を除く。）に

おいて募集を行う2009年10月２日

満期円貨建転換社債型新株予約権

付社債（以下「本新株予約権付社

債」といい、そのうち社債のみを

「本社債」、新株予約権のみを

「本新株予約権」という。）の発

行を行いました。 

その概要は次のとおりです。 

１．本新株予約権付社債の銘柄 

東邦薬品株式会社2009年10月２日

満期円貨建転換社債型新株予約権

付社債 

２．本新株予約権付社債に関する事

項 

(1）発行価額 

本社債の額面金額の100％ 

ただし、本新株予約権の発行価

額は無償とする。 

(2）発行価格（募集価格） 

本社債の額面金額の102.5％ 

(3）発行価額の総額 

10,000,000,000円 

(4）券面額の総額 

10,000,000,000円（各本社債額

面金額1,000,000円） 

(5）利率 

本社債には利息は付さない。 

(6）償還期限 

2009年10月２日（スイス時間） 

(7）本新株予約権の目的となる株

式の種類及び数 

(イ）種類 

当社普通株式 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(ロ）数 

本新株予約権の行使により当

社が当社普通株式を新たに発

行又はこれに代えて当社の有

する当社普通株式を移転（以

下、当社普通株式の発行又は

移転を当社普通株式の「交

付」と総称する。）する数

は、当該本新株予約権付社債

の所持人による本新株予約権

の行使請求に係る本社債の発

行価額の合計額を、下記(9）

記載の転換価額で除して得ら

れる数とする。ただし、本新

株予約権の行使により生じる

１株未満の端数は切捨て、こ

れにつき現金による調整は行

わない。本新株予約権の行使

により単元未満株式が発生す

る場合には、商法に定める単

元未満株式の買取請求権が行

使されたものとして現金によ

り精算する。 

(8）本新株予約権の総数 

10,000個 

(9）本新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額 

(イ）本新株予約権の行使に際し

て払込をなすべき額は、本社

債の発行価額と同額とする。 

(ロ）本新株予約権の行使に際し

て払込をなすべき１株あたり

の額（以下「転換価額」とい

う。）は、当初、1,815円と

する。 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(ハ）転換価額の調整 

転換価額は、本新株予約権付

社債の発行後、当社が当社普

通株式の時価を下回る発行価

額又は処分価額で当社普通株

式を発行又は処分する場合に

は、次の算式により調整され

る。なお、次の算式において

「既発行株式数」は当社の発

行済普通株式総数（ただし、

当社普通株式に係る自己株式

数を除く。）を意味する。 

また、転換価額は、当社普通

株式の分割・併合、当社普通

株式の時価を下回る価額をも

って当社普通株式の交付を請

求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを

含む。）の発行等が行われる

場合、その他一定の事由が生

じた場合にも、適宜調整され

る。 

(10）本新株予約権の行使期間 

2004年10月18日から2009年９月

18日の銀行営業終了時まで（い

ずれもロンドン時間）とする。

ただし、①期中繰上償還の場合

には、当該償還日に先立つ５銀

行営業日前の銀行営業終了時

（ロンドン時間）まで、②期限

の利益喪失の場合には、期限の

利益喪失時までとする。上記い

ずれの場合も、2009年９月18日

（ロンドン時間）より後に本新

株予約権を行使することはでき

ない。（「銀行営業日」とは、

ロンドン及び東京において銀行

が営業している日をいう。） 

(11）本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 

    既発
行株
式数 

＋

新発行・ 
処分株式
数 

×
１株あたりの 
発行・処分価
額 

調整
後転
換価
額 

＝

調整
前転
換価
額 

×

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(12）本新株予約権の行使により株

券を発行する場合の当該株券の

発行価格のうち資本組入額 

資本組入額は、当該株式の発行

価額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生

じる場合はその端数を切上げた

額とする。 

３．新規発行による手取金の額及び

使途 

(1）本新株予約権付社債の新規発

行による手取金の額 

発行総額 

 10,000,000,000円 

発行諸費用の概算額 

 43,000,000円 

差引手取金概算額 

 9,957,000,000円 

(2）本新株予約権付社債の手取金

の使途 

手取金概算額については、設備

投資及び投資等の資金に充当す

る予定である。 

────── ────── 

４．新規発行年月日 

2004年10月４日（スイス時間） 

５．本社債の担保又は保証 

該当事項なし。 

  

Ⅱ. 当社は、平成16年８月19日開催

の取締役会において、株式会社ヤ

クシンは平成16年９月15日開催の

臨時株主総会において、それぞれ

承認した株式交換契約書に基づ

き、株式交換日の平成16年11月１

日に株式交換を行いました。 

１．株式交換の概要は次のとおりで

あります。 

(1）株式交換の内容 

当社及び株式会社ヤクシンは、

当社が株式会社ヤクシンの完全

親会社となり、かつ株式会社ヤ

クシンが当社の完全子会社とな

るため、簡易株式交換により株

式交換を行いました。 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）株式交換に際して割当交付す

る株式及びその割当 

当社は、株式交換に際して、新

株の発行に代えて、当社が所有

する当社の普通株式1,075,670

株を、株式交換の日の前日にお

ける最終の株式会社ヤクシンの

株主名簿に記載された株主に対

して、その所有する株式会社ヤ

クシンの普通株式１株につき当

社の普通株式0.263株の割合を

もって割当交付しました。 

(3）資本金及び資本準備金は増加

しておりません。 

２．株式会社ヤクシンの主な事業内

容、規模 

(1）主な事業内容 

医薬品等の卸販売 

(2）最近事業年度（平成15年４月

１日～平成16年３月31日）にお

ける売上高、当期純損失 

売上高    28,406百万円 

当期純損失   198百万円 

(3）最近事業年度末（平成16年３

月31日現在）の資産、負債、資

本金及び従業員数 

資産    11,814百万円 

負債    10,905百万円 

資本金     389百万円 

従業員数    288名 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── Ⅰ．当社は、平成17年11月11日開催の

取締役会において、第三者割当によ

る新株式の発行を決議し、平成17年

11月28日に払込が完了いたしまし

た。 

  その概要は次のとおりでありま

す。 

１．発行した株式の種類及び数 

当社普通株式   4,922,000株 

２．発行価額 

１株につき      1,380円 

３．発行総額 

6,792,360,000円 

４．資本組入額 

１株につき       690円 

５．資本組入額の総額 

3,396,180,000円 

６．払込期日 

平成17年11月28日 

７．新株の配当起算日 

平成17年10月１日 

８．割当先及び株式数 

９．増資後の発行済株式総数 

当社普通株式  53,157,206株 

10．増資後の資本金 

10,399,789,338円 

11．資金の使途 

投資等の資金 

塩野義製薬㈱ 652,000株

アステラス製薬㈱ 362,000株

エーザイ㈱ 362,000株

㈱大木 362,000株

杏林製薬㈱ 362,000株

三共㈱ 362,000株

大正製薬㈱ 362,000株

第一製薬㈱ 362,000株

大塚製薬㈱ 217,000株

キッセイ薬品工業㈱ 217,000株

大鵬薬品工業㈱ 217,000株

大日本住友製薬㈱ 217,000株

田辺製薬㈱ 217,000株

日本新薬㈱ 217,000株

三菱ウェルファーマ㈱ 217,000株

明治製菓㈱ 217,000株

────── 

────── Ⅱ．当社は平成17年12月15日開催の取

締役会において、鶴原吉井株式会社

は平成17年12月15日開催の取締役会

において、それぞれ承認した株式交

換契約書を締結いたしました。 

１．株式交換契約書の概要は、次のと

おりであります。 

(1）株式交換の日程（予定） 

① 鶴原吉井株式会社の株式交換

契約書の臨時株主総会承認 

平成18年１月20日（予定） 

────── 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ② 当社の株式交換契約書の臨時

株主総会承認 

平成18年２月16日（予定） 

③ 株式交換の日  

平成18年４月１日（予定） 

(2）株式交換の内容 

 当社を完全親会社として、鶴原吉

井株式会社を完全子会社とします。

(3）株式交換に際して割当交付する

株式及びその割当 

 当社は、株式交換に際して普通株

式5,841,470株を発行し、株式交換

の日の前日における最終の鶴原吉井

株式会社の株主名簿に記載された株

主に対して、その所有する鶴原吉井

株式会社の普通株式１株につき当社

の普通株式0.580株の割合をもって

割当交付します。 

(4）増加すべき資本金及び資本準備

金の額 

 株式交換により増加すべき当社の

資本金及び資本準備金の額は、次の

とおりであります。 

① 資本金 

増加させない。 

② 資本準備金 

 株式交換の日に鶴原吉井株式会

社に現存する純資産額に、鶴原吉

井株式会社の発行済株式総数に対

する株式交換により当社に移転す

る鶴原吉井株式会社の株式の数の

割合を乗じた額。 

２．鶴原吉井株式会社の主な事業内

容、規模 

(1）主な事業内容 

医薬品等の卸売 

(2）最近事業年度（平成16年４月１

日～平成17年３月31日）における

売上高、当期純利益 

売上高    49,039百万円 

当期純利益    192百万円 

(3）最近事業年度末（平成17年３月

31日現在）の資産、負債、資本金

及び従業員数 

資産     21,072百万円 

負債     14,897百万円 

資本金      522百万円 

従業員数       451名 

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 (注２) 4,179   10,339 12,605   

２．受取手形   4,470   3,688 3,631   

３．売掛金   152,506   190,452 182,195   

４．たな卸資産   29,514   31,085 32,344   

５．仕入割戻未収入
金 

  8,786   10,740 10,318   

６．その他   4,522   4,466 11,169   

貸倒引当金   △306   △305 △265   

流動資産合計     203,674 81.9 250,466 83.0   251,999 84.1

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 (注１)         

(1）建物 (注２) 9,945   9,793 10,036   

(2）土地 (注２) 13,855   14,136 14,308   

(3）その他   1,247   1,432 1,272   

有形固定資産合
計 

  25,048   25,361 25,618   

２．無形固定資産   656   2,134 1,600   

３．投資その他の資
産 

          

投資その他の資
産 

(注２) 20,166   24,303 21,135   

貸倒引当金   △793   △527 △677   

投資その他の資
産合計 

  19,373   23,776 20,457   

固定資産合計     45,078 18.1 51,273 17.0   47,677 15.9

資産合計     248,752 100.0 301,739 100.0   299,676 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 (注２) 9,797   4,423 6,171   

２．買掛金 (注２) 176,349   222,079 221,408   

３．短期借入金 (注２) 5,926   3,980 4,010   

４．未払法人税等   926   769 175   

５．賞与引当金   1,182   929 1,097   

６．返品調整引当金   246   200 232   

７．その他 (注４) 5,566   8,471 8,446   

流動負債合計     199,997 80.4 240,853 79.8   241,541 80.6

Ⅱ 固定負債           

１．社債   －   10,000 10,000   

２．長期借入金 (注２) 1,905   925 1,550   

３．繰延税金負債   331   1,013 576   

４．退職給付引当金   1,268   1,080 1,120   

５．役員退職慰労引
当金 

  260   292 277   

６．債務保証損失引
当金 

  34   20 25   

７．その他   －   1,600 －   

固定負債合計     3,799 1.5 14,932 5.0   13,549 4.5

負債合計     203,796 81.9 255,785 84.8   255,090 85.1

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     7,003 2.8 7,003 2.3   7,003 2.3

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   12,919   13,526 13,526   

２．その他資本剰余
金 

  34   － －   

資本剰余金合計     12,954 5.2 13,526 4.5   13,526 4.5

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   664   664 664   

２．任意積立金   24,947   25,186 24,947   

３．中間（当期）未
処分利益 

  1,781   640 841   

利益剰余金合計     27,393 11.0 26,491 8.8   26,453 8.8

Ⅳ 土地再評価差額金     △2,358 △0.9 △2,054 △0.7   △2,262 △0.7

Ⅴ その他有価証券評
価差額金 

    1,239 0.5 2,244 0.7   1,517 0.5

Ⅵ 自己株式     △1,275 △0.5 △1,257 △0.4   △1,653 △0.5

資本合計     44,955 18.1 45,953 15.2   44,585 14.9

負債資本合計     248,752 100.0 301,739 100.0   299,676 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     265,798 100.0 330,228 100.0   586,340 100.0 

Ⅱ 売上原価     250,651 94.3 316,735 95.9   557,259 95.0

売上総利益     15,147 5.7 13,493 4.1   29,080 5.0

返品調整引当金戻
入額 

    4 0.0 32 0.0   18 0.0

調整後売上総利益     15,151 5.7 13,525 4.1   29,098 5.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

(注３)   13,232 5.0 12,315 3.7   26,386 4.5

営業利益     1,919 0.7 1,209 0.4   2,712 0.5

Ⅳ 営業外収益 (注１)   928 0.3 973 0.2   1,743 0.3

Ⅴ 営業外費用 (注２)   88 0.0 106 0.0   227 0.1

経常利益     2,759 1.0 2,077 0.6   4,228 0.7

Ⅵ 特別利益     3 0.0 28 0.0   67 0.0

Ⅶ 特別損失 (注４)   11 0.0 279 0.0   1,146 0.2

税引前中間（当
期）純利益 

    2,751 1.0 1,825 0.6   3,149 0.5

法人税、住民税及
び事業税 

  950   726 1,321   

法人税等調整額   120 1,070 0.4 126 852 0.3 358 1,679 0.2

中間（当期）純利
益 

    1,681 0.6 972 0.3   1,470 0.3

前期繰越利益     99 103   99 

土地再評価差額金
取崩額 

    － △207   △96 

自己株式処分差損     － 228   632 

中間（当期）未処
分利益 

    1,781 640   841 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

───── 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採用

しております。 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております。） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

 移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りです。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 10～50年

車両及び運搬具 ５～６年

器具及び備品 ５～15年

    

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、営業権は５年均等償

却、自社利用のソフトウェア

は、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 使用人及び使用人としての職

務を有する役員に対して支給す

る賞与に充てるため、支給見積

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）返品調整引当金 

 返品による損失に備えるた

め、将来の返品に伴う損失見込

額を計上しております。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(4）退職給付引当金 

 確定拠出年金制度に全面的移

行（追加情報参照）に伴い、平

成17年３月末日在籍従業員のう

ち、定年の退職者に対しては、

過去勤務部分の一部を退職時に

退職一時金として支払う経過措

置を設けました。それにより、

平成17年９月末現在の退職給付

債務を従業員の退職給付に備え

るために計上しております。数

理計算上の差異は、僅少のため

発生年度に費用処理することと

しております。 

（追加情報） 

 確定拠出年金法の施行に伴

い、平成17年４月に適格退職年

金制度の全てを確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響は軽微であ

ります。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌期から費用処理することと

しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職に対して支給する

慰労金に充てるため、内規に定

める中間会計期間末現在の支給

基準額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職に対して支給する

慰労金に充てるため、内規に定

める期末現在の支給基準額を計

上しております。 

  (6）債務保証損失引当金 

 債務保証による損失に備える

ため、被保証先の財政状態等を

勘案して損失負担見積額を計上

しております。 

(6）債務保証損失引当金 

同左 

(6）債務保証損失引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方

式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は262百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税の外形標準課税の導

入） 

 当中間会計期間から法人事業税に

外形標準課税が導入されたことに伴

い、法人事業税の付加価値割及び資

本割に係る金額61百万円を販売費及

び一般管理費に計上しております。 

────── （法人事業税の外形標準課税の導

入） 

 当期から法人事業税に外形標準課

税が導入されたことに伴い、法人事

業税の付加価値割及び資本割に係る

金額115百万円を販売費及び一般管理

費に計上しております。 

────── ────── （確定拠出年金制度への移行） 

 平成17年４月１日より、適格退職

年金制度の全てを確定拠出年金制度

へ移行しております。翌事業年度に

与える本移行に伴う影響額は軽微で

あります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

（注１）有形固定資産の減価償却累計額 

10,421百万円 

（注１）有形固定資産の減価償却累計額 

11,076百万円 

（注１）有形固定資産の減価償却累計額 

10,631百万円 

（注２）担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（注２）担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（注２）担保に供している資産は次のとおり

であります。 

担保に供している資産 
（百万円） 

担保権によって担保されて
いる債務（百万円） 

定期預
金 330 

支払手形・
買掛金 16,640 

建物 1,965 

土地 5,226 

投資有
価証券 667 

建物 566 短期借入金
及び長期借
入金(一年
以内返済予
定を含む) 

1,510 
土地 1,201 

投資有
価証券 106 

計 10,062 計 18,150 

担保に供している資産 
（百万円） 

担保権によって担保されて
いる債務（百万円） 

定期預
金 300

支払手形・
買掛金 20,069

建物 1,967

土地 4,983

投資有
価証券 1,043

建物 534 短期借入金
及び長期借
入金(一年
以内返済予
定を含む) 

1,340
土地 1,201

投資有
価証券 52

計 10,083 計 21,409

担保に供している資産 
（百万円） 

担保権によって担保されて
いる債務（百万円） 

定期預
金 330 

支払手形・
買掛金 17,439

建物 1,896 

土地 5,060 

投資有
価証券 750 

建物 549 短期借入金
及び長期借
入金(一年
以内返済予
定を含む) 

1,310
土地 1,201 

投資有
価証券 37 

計 9,825 計 18,749

（注３）銀行保証債務 （注３）保証債務 

①銀行保証債務 

（注３）保証債務 

①銀行保証債務 

㈱わかば 532百万円

㈱アルフ 504百万円

トライアドジャパン㈱ 451百万円

㈱エトス 270百万円

㈱フィッシャー・サイ

エンティフィック・ジ

ャパン 

147百万円

医療法人光友会 50百万円

計 1,956百万円

㈱アルフ 641百万円

㈱わかば 453百万円

トライアドジャパン㈱ 267百万円

㈱エトス 230百万円

㈱フィッシャー・サイ

エンティフィック・ジ

ャパン 

161百万円

医療法人光友会 43百万円

計 1,795百万円

㈱わかば 503百万円

㈱アルフ 498百万円

トライアドジャパン㈱ 446百万円

㈱エトス 250百万円

㈱フィッシャー・サイ

エンティフィック・ジ

ャパン 

156百万円

医療法人光友会 47百万円

計 1,901百万円

 ②買掛債務の保証債務 ②買掛債務の保証債務 

   合同東邦㈱ 27百万円 合同東邦㈱ 3百万円

（注４）仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺し、相殺後の金額100百万円は、

流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

（注４）仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺し、相殺後の金額277百万円は、

流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

（注４）   ───── 

（注５）当社は取引銀行10行と運転資金の効

率的な調達を行うための貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

（注５）当社は取引銀行11行と運転資金の効

率的な調達を行うための貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

（注５）当社は取引銀行11行と運転資金の効

率的な調達を行うための貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

貸出コミットメント 8,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 8,000百万円

貸出コミットメント 12,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 12,000百万円

貸出コミットメント 12,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 12,000百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（注１）営業外収益のうち主要なもの （注１）営業外収益のうち主要なもの （注１）営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 25百万円

受取手数料 402百万円

受取利息 32百万円

受取手数料 391百万円

受取利息 58百万円

受取手数料 811百万円

（注２）営業外費用のうち主要なもの （注２）営業外費用のうち主要なもの （注２）営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 60百万円

特定融資枠契約手数

料 
18百万円

支払利息 46百万円

特定融資枠契約手数

料 
28百万円

支払利息 124百万円

社債発行費 37百万円

特定融資枠契約手数

料 
43百万円

（注３）減価償却実施額 （注３）減価償却実施額 （注３）減価償却実施額 

有形固定資産 428百万円

無形固定資産 140百万円

計 568百万円

有形固定資産 473百万円

無形固定資産 185百万円

計 659百万円

有形固定資産 938百万円

無形固定資産 436百万円

計 1,375百万円

（注４）   ────── （注４）減損損失 （注４）   ────── 

  当中間会計期間において当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

 

 場所 用途 種類 

旭営業所 
他４箇所 

事業用不動
産 

土地及び
建物 

旧盛岡営業所
他９箇所 

遊休不動産 

 

  当社は、事業用不動産については各営業

所を、遊休不動産については各物件を資産

グループとしております。 

 事業用不動産については、継続的な損失

の発生により減損損失33百万円を認識しま

した。その内訳は建物33百万円でありま

す。回収可能価額は正味売却価額により測

定しておりますが、重要性が乏しいため、

合理的に算定した価額によっております。 

 事業の用に供していない遊休不動産につ

いては、継続的な地価の下落により減損損

失232百万円を認識しました。その内訳

は、土地166百万円、建物65百万円であり

ます。回収可能価額は正味売却価額により

測定しておりますが、重要性が乏しいた

め、固定資産税評価額を基準にして評価し

ております。 

 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

器具及
び備品 

3,818 1,688 2,130 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

器具及
び備品 

3,371 1,525 1,846

取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具及
び備品

3,715 1,794 1,920

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 661百万円

１年超 1,495百万円

合計 2,157百万円

１年内 640百万円

１年超 1,232百万円

合計 1,872百万円

１年内 629百万円

１年超 1,318百万円

合計 1,947百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 371百万円

減価償却費相当額 352百万円

支払利息相当額 20百万円

支払リース料 362百万円

減価償却費相当額 346百万円

支払利息相当額 16百万円

支払リース料 767百万円

減価償却費相当額 729百万円

支払利息相当額 38百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額として、各期へ

の配分方法については、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 974円46銭

１株当たり中間純利益 36円28銭

１株当たり純資産額 974円61銭

１株当たり中間純利益 20円38銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
18円27銭

１株当たり純資産額 956円09銭

１株当たり当期純利益 31円00銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
29円29銭

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 1,681 972 1,470 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 33 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (33) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

1,681 972 1,437 

期中平均株式数（千株） 46,342 47,749 46,366 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益 

      

中間（当期）純利益調整額 
（百万円） 

－ － － 

普通株式増加数（千株） － 5,509 2,701 

（うち転換社債型新株予約権付社
債） 

(－) (5,509) (2,701) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

Ⅰ．当社は、取締役会決議に基づい

て、スイス連邦を中心とする海外市場

（ただし、米国を除く。）において募

集を行う2009年10月２日満期円貨建転

換社債型新株予約権付社債の発行を行

いました。 

 なお、その概要については、「第５ 

経理の状況 １．中間連結財務諸表等

（重要な後発事象）」参照。 

────── ────── 

Ⅱ．当社は、平成16年８月19日開催の

取締役会において、株式会社ヤクシン

は平成16年９月15日開催の臨時株主総

会において、それぞれ承認した株式交

換契約書に基づき、株式交換日の平成

16年11月１日に株式交換を行いまし

た。 

 なお、株式交換の概要及び株式会社

ヤクシンの主な事業内容、規模につい

ては、「第５ 経理の状況 １．中間

連結財務諸表等（重要な後発事象）」

参照。 

────── ────── 

────── Ⅰ．当社は、平成17年11月11日開催の

取締役会において、第三者割当による

新株式の発行を決議し、平成17年11月

28日に払込が完了いたしました。 

 その概要については「第５ 経理の

状況 １．中間連結財務諸表等（重要

な後発事象）」参照。 

────── 

────── Ⅱ．当社は平成17年12月15日開催の取

締役会において、鶴原吉井株式会社は

平成17年12月15日開催の取締役会にお

いて、それぞれ承認した株式交換契約

書を締結いたしました。株式交換日は

平成18年４月１日（予定）です。 

 なお、株式交換契約書の概要及び鶴

原吉井株式会社の主な事業内容、規模

については、「第５ 経理の状況 

１．中間連結財務諸表等（重要な後発

事象）」参照。 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第57期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

２．臨時報告書 

平成17年12月15日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（募集によらないで取得される有価証券）に基づく臨時報告

書であります。 

３．自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月18日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月６日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月29日）平成17年７月７日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月７日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月７日関東財務局長に提出。 

４．有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

平成17年11月11日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月２４日

東邦薬品株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森本 民雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 坂本 満夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田村 保広  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

邦薬品株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東邦薬品株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象Ⅰに記載のとおり、会社は平成１６年１０月４日に円貨建転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２６日

東邦薬品株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 坂本 満夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田村 保広  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

邦薬品株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東邦薬品株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１７年１１月２８日に第三者割当てによる新株を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月２４日

東邦薬品株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森本 民雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 坂本 満夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田村 保広  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

邦薬品株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東邦薬品株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象Ⅰに記載のとおり、会社は平成１６年１０月４日に円貨建転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２６日

東邦薬品株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 坂本 満夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田村 保広  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

邦薬品株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東邦薬品株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１７年１１月２８日に第三者割当てによる新株を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/60
	pageform2: 2/60
	form1: EDINET提出書類  2005/12/26 提出
	form2: 東邦薬品株式会社(401180)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/60
	pageform4: 4/60
	pageform5: 5/60
	pageform6: 6/60
	pageform7: 7/60
	pageform8: 8/60
	pageform9: 9/60
	pageform10: 10/60
	pageform11: 11/60
	pageform12: 12/60
	pageform13: 13/60
	pageform14: 14/60
	pageform15: 15/60
	pageform16: 16/60
	pageform17: 17/60
	pageform18: 18/60
	pageform19: 19/60
	pageform20: 20/60
	pageform21: 21/60
	pageform22: 22/60
	pageform23: 23/60
	pageform24: 24/60
	pageform25: 25/60
	pageform26: 26/60
	pageform27: 27/60
	pageform28: 28/60
	pageform29: 29/60
	pageform30: 30/60
	pageform31: 31/60
	pageform32: 32/60
	pageform33: 33/60
	pageform34: 34/60
	pageform35: 35/60
	pageform36: 36/60
	pageform37: 37/60
	pageform38: 38/60
	pageform39: 39/60
	pageform40: 40/60
	pageform41: 41/60
	pageform42: 42/60
	pageform43: 43/60
	pageform44: 44/60
	pageform45: 45/60
	pageform46: 46/60
	pageform47: 47/60
	pageform48: 48/60
	pageform49: 49/60
	pageform50: 50/60
	pageform51: 51/60
	pageform52: 52/60
	pageform53: 53/60
	pageform54: 54/60
	pageform55: 55/60
	pageform56: 56/60
	pageform57: 57/60
	pageform58: 58/60
	pageform59: 59/60
	pageform60: 60/60


